
若年者の就労支援への取組に対する要請書 

 

日頃から労働行政の推進につきまして、格別のご理解、ご協力を賜り、厚く

御礼申し上げます。 

さて、我が国の雇用情勢は完全失業率が５％台で推移するなど、依然として

厳しい状況にあります。とりわけ、若年者の就職環境は困難を極め、15 歳から

24 歳の完全失業率はこのところ８％台を下がることなく推移しており、就職が

決まらないまま卒業する大学生や高校生等は合わせて約 7.5 万人に上ると言わ

れています。 

若年者の雇用の現状では、今後、生産性や成長力の低下や、社会保障システ

ムの維持への影響が懸念され、国をはじめ、九都県市の各自治体でもさまざま

な取組を進めているところです。 

我が国が将来にわたって元気であり続けるためには、一人ひとりの若者が充

実した人生を送ることができ、いきいきと働ける社会の実現が欠かせません。 

しかし、現在、新採用の求人対象が基本的に新規学校卒業者とされているた

め、将来を担う若者たちが、社会へ羽ばたくチャンスをなかなかつかむことが

できないという事態ともなっています。 

景気の基調判断が「持ち直し」から「足踏み状態」と下方修正されるなど予

断を許さない状況ではありますが、１人でも多くの若者が就職できますよう、

以下の点について引き続きご理解とご尽力をお願い申し上げます。 

 

１ 新規学校卒業者及び未就職卒業者のための採用機会の拡大 

２ 大学及び高等学校等卒業後３年以内の未就職者の新卒扱いでの採用促進 

３ 早期の採用選考活動の抑制 

４ 就労に困難を抱える若者を含めた若年者に対するインターンシップの受

入れ拡大やトライアル雇用の推進 

 

また、貴職におかれましてもこの趣旨をご理解いただき、貴団体傘下の企業

への働きかけにつきましても、ご協力をお願い申し上げます。 
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